
活動の充実は、コンプライアンス（法令等の遵守）の徹底から 

長野県からＮＰＯ法人の方へ  

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンプライアンスの徹底や情報公開による信頼獲得  

長野県県民文化部県民協働課（電話：026-235-7189 ＦＡＸ：026-235-7258 電子メール：kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp） 

認定ＮＰＯ法人制度を活用しましょう コンプライアンスを徹底しましょう 

 

 認定ＮＰＯ法人になると 
⇒ 寄附をする側（県民や企業など）も、寄附をもらう側（認定Ｎ 

ＰＯ法人）も、双方とも税制上の優遇措置が受けられます。 
    

つまり！ 

寄附が集まりやすくなって、法人の収益が増える可能性 

が高まります。 
 

 認定ＮＰＯ法人になるには 
⇒ 運営組織及び事業活動が適正であること並びに公益の増進に 

資することについて、一定の要件を満たすことが必要です。 
 
 つまり！ 

  広く県民から支援を受けていて、法人運営が適正になされて

いなければなりません。 

 

  法人運営の再点検を 
認定ＮＰＯ法人制度を活用するには、法令・定款を遵守していること

が必要最低限かつ当然の条件となります。 

 ⇒  例えば、次のようなことができていますか？  

 毎年度の事業報告書等を期限内に提出している  

 定款の規定に則った総会や理事会の開催によって、法人の  
意思決定をしている  

    補助金・助成金を、その目的以外に使用していない  
 

 

 認定は関係ないとお考えのＮＰＯ法人でも  
⇒  県民から信頼され社会的責任を果たすということは、言う

までもなく、全てのＮＰＯ法人に共通の基本原則です。  

 

 

信頼 
・ 
賛同 
・ 
支援 

多くの法人の悩み 

「資金難により運営が厳しい」など 活動の充実・公益の増進 

ＮＰＯ活動の一層の発展のために 
 

裏面で法人運営をチェックしましょう！  

多くの県民の支持による活動 

（例えば「認定ＮＰＯ法人制度」の活用） 
 



 
１ 目  的 

 
２ 組  織 

 
３ 意思決定 
（１）社員総会 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
通常総会が法令（定款）に定める期日までに開催されているか □□□ 
臨時総会開催の請求があった場合に法令（定款）の規定通りに開催されているか □□□ 
総会の招集が法令（定款）に定める期日までに通知されているか □□□ 
総会招集通知に会議の目的事項が示されているか □□□ 
総会で議決が必要な事項が議決されているか（定款で定める総会議決事項＝定款の変更、事業計画・予
算、事業報告・決算、役員の選任・解任 等） □□□ 

定款の定めに則った議決がなされているか（総会出席者の定足数、表決数を満たしているか） □□□ 
議事録が作成されているか □□□ 

 
（２）理事会 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
理事会が適切な時期に開催されているか □□□ 
理事会開催の請求があった場合に定款の規定通りに開催されているか □□□ 
理事会の招集が定款に定める期日までに通知されているか □□□ 
理事会招集通知に会議の目的事項が示されているか □□□ 
理事会で議決が必要な事項が議決されているか（定款で定める理事会議決事項＝総会に付議すべき事項、
総会で議決された事項の執行に関する事項 等） □□□ 

定款の定めに則った議決がなされているか（表決数を満たしているか） □□□ 
議事録が作成されているか □□□ 

 
４ 監事の職務 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
監事の職務は、適正かつ有効に行われているか □□□ 

 
５ 手続き 
（１）所轄庁（長野県）に対するもの 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
事業報告書等が毎事業年度終了後３月以内に提出されているか □□□ 
定款の変更について、認証を受けているか（法第25条第３項に規定する事項以外の変更の場合、届出が
されているか）（平成24年４月施行のＮＰＯ法改正に伴う定款変更の認証を受けているか） 

□□□ 

役員に変更があった場合（同一人が再任された場合であっても）、届出がされているか □□□ 
 
（２）所轄庁以外の官公庁等に対するもの 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
登記事項に変更がある場合、法務局に変更登記の手続きをしているか □□□ 
法人税等の申告義務がある場合、税務署に申告しているか □□□ 
法人税の申告義務がある場合、法人事業税・住民税の申告（減免申請）が県税事務所及び市町村税務担当課にされているか  □□□ 
職員を雇用している場合、最低賃金法に則した賃金を保障するとともに、社会保険・労働保険への加入がされているか □□□ 

 
６ 事業の執行・情報公開 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
介護保険法、障害者総合支援法等の各事業法及び関係法令に従って事業を執行しているか □□□ 
委託契約書、補助金交付要綱等に従って事業を執行しているか。  □□□ 
事業報告書等、定款等の法定閲覧書類を主従の事務所に備え置き、閲覧できるようになっているか □□□ 
法人の活動を広く住民に広報するよう努めているか  □□□ 

 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
定款に定める法人の目的に沿った事業を実施しているか □□□   
定款に定める事業以外の事業を実施していないか □□□ 

チェック項目 ﾁｪｯｸ 
役員の定数（理事３人以上及び監事１人以上で定款に定める定数）を満たしているか □□□ 
役員総数が５人以下の場合、それぞれの役員について、配偶者又は３親等以内の親族が１人でも含まれていないか  
役員総数が６人以上の場合、それぞれの役員について、配偶者又は３親等以内の親族が１人を超えて含まれていないか  □□□ 

監事は、理事又は法人の職員を兼ねていないか □□□ 
10人以上の社員がいるか □□□ 

ＮＰＯ法人のコンプライアンス チェックシート 


